予算要求資料
平成２８年度当初予算　支出科目 款：総務費　項：企画開発費　目：男女共同参画推進費
	事業名　新仕事と家庭の両立支援事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

子ども・女性局　女性の活躍推進課　男女共同参画係　電話番号：058-272-1111（内2423）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail： c11234@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　21,253千円　（前年度予算額：　0千円）

＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	21,253
	16,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,253

	決定額
	20,000
	16,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,000


　※財源：地域女性活躍推進交付金充当予定（補助率8/10）上限：16,000千円
２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・人口急減・超少子高齢化が進む中、労働力不足は全国的に共通の課題

　であり、これを解決するためには、女性をはじめ、若者、高齢者等様

々な人的資源の活用が求められている。

　　　・特に女性労働力については、結婚、出産、子育てを機に一旦離職するケ

ースが多く、30～40歳代の労働力は極端に減少している。（Ｍ字カーブ）
　　　・本県の特徴としては、子どもができたら職業をやめ、大きくなったら職
業に就く傾向が強く、再び職業に就いても、非正規雇用者の割合が高い。

　　　・ただし、離職中であっても再就職を望む女性は多く、潜在的な労働力の

確保が喫緊の課題である。
[背景データ]
○女性の年齢階層別就業率　　○潜在的労働力含む就業率
　　30～34歳　７５．９％　→　９２．６％　＋16.7% (11,500人)
　　35～39歳　６８．９％　→　８８．８％　＋19.9% (11,800人)
　　40～44歳　７２．２％　→　８８．９％　＋16.7% ( 9,300人)
　　45～49歳　７８．９％　→　９１．８％　＋12.9% ( 6,200人)　　
　出典：総務省就業構造基本調査(H24)より試算
（２）事業内容
・潜在的労働力の確保に向け、一端離職した女性に対する再就職支援に

加え、再就職時に課題となる保育サービスの確保、働きながら子ども
を育てる事の不安等に対し、仕事と家庭の両立支援に係る情報を提供

するなど女性の新たなチャレンジに向けた支援体制を強化する。
　　　・なお、本事業はH28.4開設予定の(仮称)女性活躍支援センターで実施
するものであり、就労、子育て、ひとり親支援等、女性の活躍推進に

向けた総合的な事業展開を図るツールの一つとして機能する。
1 仕事と家庭の両立支援事業
　・仕事と家庭の両立支援に係る相談への対応や情報提供を実施
2 再就職サポート事業
・再就職に向けたスキルアップ研修の実施
　[規　模]　年12回  各20名程度　
3 子育て支援サポート事業
・産後ケア、乳幼児サポート、働きながら子育することへの不安解消

等、子育てスキルアップ研修の実施
　[規　模]　年12回  各20名程度
4 女性交流拡大促進助成金

・様々女性の悩みを解消するためのサポート交流事業への助成

　[規　模]　10団体 × 10万円（介護・母子保健・地域活動他） 

5 広報事業（センター事業広報）
（３）県負担・補助率の考え方

　　  ・広域的な県民への取り組みとして県負担は妥当。
（４）類似事業の有無　無
  　　　　　

３　事業費の積算内訳(単位：千円)
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	事務費（活動費）
	484
	旅費、消耗品費、役務費　他

	委託費
	19,769
	コンサル、セミナー開催費　他

	補助金
	1,000
	交流事業実施団体への助成

	合計
	21,253
	


	決定額の考え方　

　女性交流拡大促進助成金は、その効果を精査し計上を見送ります。


４　各計画での位置づけ
○県少子化対策基本計画
・子育てしながら仕事もできる岐阜県づくり
　　　・子どもを安心して産み育てることのできる岐阜県づくり
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	第３次岐阜県少子化基本計画

○県内保育所の待機児童数

　　H26末　　　 　５９名  →　H31末　　　　　０名

○岐阜県子育て支援企業登録数

　　H26末 　１，４７７社　→　H31末　３，３００社　


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	保育所待機児童数

（年度当初）
	　５人
（H25）
	２７人
（H26）
	２７人
（H26）
	７人
(H27）
	０人
（H31）
	

	保育所待機児童数

（年度ピーク）
	８４人
（H25）
	５９人
（H26）
	５９人
（H26）
	－人
（H27）
	０人
（H31）
	

	子育て支援企業登録制度登録企業数
	　
（H　）
	258

（H19）
	1,477
（H26）
	2,379
(H27.8）
	3,300
（H31）
	72.1％


	ロールモデル数
	（H　）
	85名
（H26）
	85名
（H26）
	85名
（H26）
	300名
（H31）
	28.4％



（前年度の取組）

	事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

関連事業での実績有

（１）女性の活躍推進トップセミナー（５圏域各１回開催予定）
（２）女性キャリアデザインセミナー及び交流会（５圏域各１回開催予定）
（３）女子学生と社会人交流（県内５大学開催予定）※別途全体会有


（前年度の成果）

	前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

・各業界団体、市町村と連携した事業展開により女性の活躍推進に向けた

意識の醸成が期待できる。

・各種事業を通じた、女性サポートネットワークの拡大が期待できる。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

〇


	女性就労の拡大に向け、仕事と家庭の両立に向けた取組みは就労希望者にとって効果的なサービスである。
[現　状]

　就労相談　労働局（一部県人材チャレンジセンター）
　保育相談　市町村

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	　

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

〇

	仕事と家庭の両立を促進することにより、再就職に向けた意識の醸成が加速化する。


（今後の課題）

	事業が直面する課題や改善が必要な事項
　　(1)多様な保育サービスの周知　　　　　→　病児保育、ファイサポ
　　(2)企業での就職面接時の保育サービス　→　一時保育確保
　　(3)再就職定着率　　　　　　　　　　　→　実績把握　　


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　　　当面、待機児童発生率の高いエリアを重点区域とし働きかけを強化する。

　　　本事業を通じて、労働局及び人材チャレンジセンターとの連携体制につ

いて検証する必要がある。

なお、相談内容については利用者ニーズを踏まえ、随時改善を図る。
る。


